都市計画法第32条第2項の規定に基づく協議申請書

令和　年　月　日

みどり市長　須藤　昭男　様

事業者 住所　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　eq \o\ac(○,印)　

 ℡ 　　  （    ）　　　　　　

　下記のとおり、開発行為及び開発行為に関する工事によって設置される公共施設の所有および管理等について、都市計画法第32条第2項の規定に基づき協議いたしたく申請します。

記

	１．開発行為の場所
	

	２．事業の目的
	

	３．開発区域の面積
	

	４．協議対象となる公共施設
	

	５．添付図書
	


都市計画法第32条第2項に基づく協議書

　みどり市（以下「甲」という。）と、　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、乙が行う都市計画法第29条に基づいた開発事業（　　　　　　）により、新たに設置される公共施設の所有および管理等について、都市計画法第32条第2項の規定に基づき協議したところ、下記のとおり協議が成立したことを確認する。

 令和　　年　　月　　日

                               甲   みどり市笠懸町鹿2952

みどり市

代表者　みどり市長　須藤　昭男　　印

                               乙                   　　　　　　　　  　印

１　新たに設置（道路後退、付替、拡幅及び改修を含む。）する公共施設の種類、概要、所有者及び管理者については、付表及び開発行為許可申請書の添付図書のとおりとする。

２　甲は、群馬県の完了検査により検査済証を交付された開発事業に係る公共施設についてのみ帰属又は寄附を認めるものとする。

３　乙は、帰属又は寄附の手続を、都市計画法第36条第3項の規定に基づく工事完了公告後3箇月以内に行うものとする。

４　乙は、帰属又は寄附に際して必要な図書を添付した寄附申込書(みどり市土地開発事業指導要綱様式第12号)等を甲に提出するものとする。

５　帰属又は寄附する土地の分筆登記は、乙が行うものとする。また、帰属又は寄附する土地に抵当権等の権利が設定されている場合には、乙の責任においてこれを抹消し、抹消した後に帰属手続等行うものとする。なお、帰属又は寄附に伴う所有権移転登記については甲が行うものとし、これに必要な書類の作成等について、乙は甲に協力しなければならない。

６　乙は、甲に帰属又は寄附をする道路内に埋設管等ある場合には、あらかじめ甲と協議し必要な手続等とるものとする。

７　乙は、帰属又は寄附をした公共施設について、所有権が移転した後３年間（公園の植栽、消防水利及び砂利道については1年間）は、設計施工上の瑕疵担保責任を負うものとする。

８　乙は、乙の管理することとなる公共施設等で、将来買受者等に管理を移管するものについては、その者に維持管理業務を周知させるものとする。

９　公共施設の帰属又は寄附について、乙は一切の費用を甲に請求しないものとする。

【　付　表　】
公共施設の概要及び管理予定者等一覧表

	公共施設

の種類
	図面

対照番号
	旧公共

施設と

の関係
	面積

(㎡)
	所    有

予 定 者
	管    理

予 定 者
	帰属又

は寄附

の  別
	施設の概要

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	（計）
	
	
	
	
	


注１　公共施設の種類の欄は、路線別及び箇所別に分けて記入のこと。

  ２　図面対照番号の欄は、新旧公共施設対照図に付した番号を記入のこと。

  ３　旧公共施設との関係の欄は、道路後退、新設、付替等の別を記入のこと。

  ４　面積は、小数点以下第２位まで表示し、合計すること。

  ５　施設の概要の欄は、道路については幅員、延長、構造、附帯施設等を記入し、その他の施設についてもその内容をできるだけ詳しく記入のこと。
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